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• 日本のSDGs認知度は最高レベル
• 日本においてSDGsの内容を知っている割合は最低レベル

公益財団法人旭硝子財団「生活者の環境危機意識調査」（日本と海外24か国で実施、2022年）

電通第5回「SDGsに関する生活者調査」（2022年1月実施）朝日新聞第8回認知度調査より（2021年12月実施）



日本の課題 目標８にコミット…
目標８：すべての人々にとって、持続的でだれも排除しない持続可能な経済成長、完全かつ生産的な雇用、働きがいのある人間らしい
仕事（ディーセント・ワーク）を促進する

8.1 各国の状況に応じて、一人あたりの経済成長率を持続させ、特に後発開発途上国では少なくとも年率7%のGDP成長率を保つ。

8.2 高付加価値セクターや労働集約型セクターに重点を置くことなどにより、多様化や技術向上、イノベーションを通じて、より高いレベルの
経済生産性を達成する。

8.3 生産的な活動、働きがいのある人間らしい職の創出、起業家精神、創造性やイノベーションを支援する開発重視型の政策を推進し、
金融サービスの利用などを通じて中小零細企業の設立や成長を促す。

8.4 2030年までに、消費と生産における世界の資源効率を着実に改善し、先進国主導のもと、「持続可能な消費と生産に関する10カ
年計画枠組み」に従って、経済成長が環境悪化につながらないようにする。

8.5 2030年までに、若者や障害者を含むすべての女性と男性にとって、完全かつ生産的な雇用と働きがいのある人間らしい仕事（ディー
セント・ワーク）を実現し、同一労働同一賃金を達成する。

8.6 2020年までに、就労、就学、職業訓練のいずれも行っていない若者の割合を大幅に減らす。

8.7 強制労働を完全になくし、現代的奴隷制と人身売買を終わらせ、子ども兵士の募集・使用を含めた、最悪な形態の児童労働を確実
に禁止・撤廃するための効果的な措置をただちに実施し、2025年までにあらゆる形態の児童労働をなくす。

8.8 移住労働者、特に女性の移住労働者や不安定な雇用状態にある人々を含め、すべての労働者を対象に、労働基本権を保護し安
全・安心な労働環境を促進する。

8.9 2030年までに、雇用創出や各地の文化振興・産品販促につながる、持続可能な観光業を推進する政策を立案・実施する。

8.10 すべての人々が銀行取引、保険、金融サービスを利用できるようにするため、国内の金融機関の能力を強化する。

8.a 「後発開発途上国への貿易関連技術支援のための拡大統合フレームワーク（EIF）」などを通じて、開発途上国、特に後発開発途
上国に対する「貿易のための援助（AfT）」を拡大する。

8.B 2020年までに、若者の雇用のために世界規模の戦略を展開・運用可能にし、国際労働機関（ILO）の「仕事に関する世界協定」
を実施する。
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4

action

石炭火力発電所は
サステナブルな
投資対象？

サステナブルかを見極める
17のチェックポイント



SDGs＝2030年の先の世界の常識

1. 2030アジェンダのタイトル「我々の社会を変革する（Transforming Our World）」
• コロナ禍は変革へのラストチャンス
• 企業活動もパラダイム・価値観を大きく変える必要がある

2. 「目標ベースのガバナンス（governance through goals）」
• 野心レベルの提示からスタート／国連でルールを決めない
→ イノベーション → サステナビリティの標準化へ

3. 進捗の評価・レビューが唯一のメカニズム
• 指標＋4年に1度の「グローバル持続可能な開発報告書（GSDR）」による評価報告
• DXとの親和性大→計測
• 投資家や日経なども評価→SDGsへの対応如何が投資先を決めることに

4. 総合的目標：17目標は一体で不可分
• Coherent Action 5
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トランスフォーメーション（変革）をいかに進め
広げるか
• 「Sカーブ」の各段階において具体的な形で、
テコを押し上げる力とそのための”道具”を探求

LOORBACH, D., FRANTZESKAKI, N. & AVELINO, F. 2017. 
Sustainability transitions research: transforming science and
practice for societal change. Annual Review of Environment
and Resources, 42, 599-626

FOLKE, C., POLASKY, S., ROCKSTRÖM, J., GALAZ, V., 
WESTLEY, F., LAMONT, M., SCHEFFER, M., 
ÖSTERBLOM, H., CARPENTER, S. R. & CHAPIN, F. S.
2021. Our future in the Anthropocene biosphere.
Ambio, 1-36.
https://doi.org/10.1007/s13280-021-01544-8
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変革が必要な領域 ＝ （ビジネス）チャンス



Goals Matter
Ex. 海洋プラスチックごみ
汚染と目標14

SDGsの文脈で取り上げ
られたことで関係者が広
がり（目標14→他の問
題に関心あるステークホ
ルダーへ）、ステークホル
ダーによる目標設定から
条約プロセスへ
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•変革は不可欠。変革を持続可能な開発
の方へ向かわせることは、科学であると同
時にアートでもある。

• SDGs達成へ向けて進捗することは、次な
る危機やショックに対する保険となり、また、
レジリエントなシステム構築に有用である。

メッセージ
Science – Policy – Society の共創



8.3%
11.0%

35.9%

34.8%

9.9%2.1%
5.2%

24.5%

48.4%

19.8%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

売上25％程度 50％程度 75％程度 95～105％ 105％超

SDGsへの取組みが低い事業者（計181社）

SDGsへの取組みが高い事業者（計192社）

売上回復度合い（対2019年比）

事
業
所
数
構
成
比

SDGsと経営課題 SDGsへの意識とコロナ禍前からの売上回復度合い

下記のグラフは、SDGsへの意識が高い先と低い先の、コロナ禍前からの売上回復度合いの分布を見た
ものである。

 SDGsへの意識が高い事業者の方が低い事業者に比べ、コロナ禍前と比較した売上が95％以上となっ
ている先の構成比が高く、分布の山が全体的に右側に寄っている。
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SDGsと売上（対2019年比）の関係

資料：（公財）地方経済総合研究所「2022年事業者アンケート調査」,2022年5月
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弱い コロナ禍対応への結びつき 強い

SDGsと経営課題 SDGsへの意識とコロナ禍への対応

同様のグルーピングにて、「SDGsへの対応がコロナ禍への対応に結びついたか」を尋ねた。
 SDGsへの意識が高い事業者は、「多少結びついた」「非常に結びついた」合計で約5割となる一方、低
い事業者は「あまり結びつかなかった」「全く結びつかなかった」合計で98.7％となり、ほぼ全先を占めた。
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SDGsへの対応がコロナ禍への対応に結びついたか

資料：（公財）地方経済総合研究所「2022年事業者アンケート調査」,2022年5月



2016年
５月２０日 総理を本部長、全閣僚を構成員とするＳＤＧｓ推進本部を設置
９月１２日 第１回円卓会議を開催
１０月１８日 実施指針の骨子を決定（推進本部幹事会決定）
１２月２２日 実施指針を決定（推進本部決定）

2017年
7月 国連ハイレベルポリティカルフォーラムにて日本レビュー発表
12月 第1回ジャパンSDGsアワード

「SDGsアクションプラン2018」発表
2019年
6月 「拡大版SDGsアクションプラン2019」
12月 第3回ジャパンSDGsアワード

円卓会議主催「実施指針改定へ向けたステークホルダー会議」
「SDGsアクションプラン2020」発表
SDGs実施指針改訂

2021年
7月 国連ハイレベルポリティカルフォーラムにて日本レビュー発表

2022年
7月 「第1回SDGs実施指針改定へ向けたパートナーシップ会議」
10月 「第2回SDGs実施指針改定へ向けたパートナーシップ会議」
12月 提言提出（円卓会議→推進本部）

2023年 5月G7 9月国連SDGサミット・GSDR公表 12月実施指針改定？ 15

SDGsをめぐる日本政府の主なプロセス
G７ 伊勢志摩サミット

国連SDGサミット（9月）



2022年パートナーシップ会議（7月と
10月開催）の要点

－2023年実施指針改定へ提言予定－

１．SDGsの本質は成長戦略
•ほんとうの訳は「持続的成長の将来像」
•サステナビリティが国際競争力を決定：電気自
動車、再エネ、人権デューデリジェンス・・・

•新たなコラボレーション（パートナーシップ）がビ
ジネスチャンスに

•好事例のスケールアップは政策の仕事
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サステナビリティへの取り組みを加速する必要

２．SDGs推進基本法の制定
• 来年のG7、SDGsサミットへ向けたリーダーシップのカギ
• 議員立法での制定。
• 内閣府あるいは内閣官房に事務局を置いて定常的な政策実施が必要

３．日本のターゲット制定が必要
• 2030アジェンダに誠実に応答する必要
• 国としてのターゲット設定：ターゲットは、地球規模レベルでの目標を踏ま
えつつ、各国の置かれた状況を念頭に、各国政府が定めるものとなる。また、
各々の政府は、これら高い目標を掲げるグローバルなターゲットを具体的な
国家計画プロセスや政策、戦略に反映していくことが想定されている。
（2030アジェンダ パラ55）

17


	折り返し点を迎えたSDGsと日本の課題
	スライド番号 2
	日本の課題　　　　　　　目標８にコミット…
	スライド番号 4
	SDGs＝2030年の先の世界の常識
	スライド番号 6
	トランスフォーメーション（変革）をいかに進め広げるか
	どんな変革が求められるか（グローバル）�－SDGs達成シナリオからのヒントの例
	スライド番号 9
	スライド番号 10
	スライド番号 11
	メッセージ�Science – Policy – Society の共創
	SDGsと経営課題　SDGsへの意識とコロナ禍前からの売上回復度合い　
	SDGsと経営課題　SDGsへの意識とコロナ禍への対応　
	スライド番号 15
	2022年パートナーシップ会議（7月と10月開催）の要点�－2023年実施指針改定へ提言予定－
	サステナビリティへの取り組みを加速する必要�

